
○横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程 
 

平成５年３月25日 

水道局達第２号 
 

(趣旨) 
第１条 水道局が発注する物品の買受け、修繕及び物品の製造の請負並びに運送、作業、

調査その他役務の提供に係る契約（設計業務、測量業務及び地質調査業務の委託契約を

除く。）（以下「契約」という。）に係る検査の取扱いについては、別に定めるもののほか、

この規程の定めるところによる。 
(検査の種類) 

第２条 検査の種類は、次のとおりとする。 
(1) 中間検査 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号。以下「契約規

程」という。）第２条において準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59

号。以下「契約規則」という。）第88条第１項（同規程第２条において準用する同規則

第103条の５及び同規程第２条において準用する同規則第103条の６第２項において準

用する場合を含む。）に規定する検査 
(2) 部分検査 契約規程第２条において準用する契約規則第89条第２項（同規程第２条

において準用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）の引渡し

に係る同規程第２条において準用する同規則第90条第１項（同規程第２条において準

用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）に規定する検査及び

当該検査に係る同規程第２条において準用する同規則第91条第１項（同規程第２条に

おいて準用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）に規定する

再検査並びに同規程第２条において準用する同規則第103条の３第４項及び第５項に

規定する検査及び同規程第２条において準用する同規則第103条の５において準用す

る同規程第２条において準用する同規則第82条第２項前段に規定する検査 
(3) 完了検査 契約規程第2条において準用する契約規則第89条第１項（同規程第２条

において準用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）の引渡し

に係る同規程第２条において準用する同規則第90条第１項（同規程第２条において準

用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）に規定する検査及び

当該検査に係る同規程第２条において準用する同規則第91条第１項（同規程第２条に

おいて準用する同規則第103条の６第２項において準用する場合を含む。）に規定する

再検査並びに同規程第２条において準用する同規則第103条の２第２項及び第３項に

規定する検査 
(水道局職員である検査職員等の任免) 

第３条 契約規程第２条において準用する契約規則第56条第１項に規定する検査職員等

（以下「検査員」という。）のうち水道局職員である者は、横浜市水道局専決規程(昭和

39年８月水道局達第３号)の規定に基づき、部長が任免する。 
２ 部長は、検査員を任免するときは、検査員任免簿（第１号様式）を作成し、会計年度

ごとに任免するものとする（検査を委託する場合を除く。）。 



(検査の実施) 
第４条 検査は、綿密かつ公平に行わなければならない。 

(立会い) 
第５条 当該契約の担当部長（以下「担当部長」という。）は、検査員が検査を行うときは、

検査員以外の水道局職員及び契約の相手方又はその代理人を立ち会わせなければならな

い。 
２ 前項の場合において、契約の相手方又はその代理人が立会いに応じないときは、検査

員は、契約の相手方又はその代理人が立ち会わないまま検査を行うことができる。 
(理化学試験等による検査) 

第６条 検査員は、理化学試験、分析試験、破壊試験その他特別な試験又は試験運転を必

要とする検査については、それらの試験等の結果をまって合否の判定をしなければなら

ない。 
(抽出検査) 

第７条 検査員は、納入物品が多量である等契約の性質又は目的により履行の全部につい

て検査することが容易でない場合で、履行の全部を確認しなくても検査の実施に支障が

ないと認めるときは、履行の一部を抽出して検査することにより、履行の全部の合否を

判定することができる。 
(写真、日誌等による検査) 

第８条 検査員は、検査を行おうとする物に外部から確認できない部分がある場合又は役

務の提供の履行を当該契約の性質によりその履行場所において確認することが困難な場

合で、検査の実施に支障がないと認められるときは、写真、日誌その他契約の履行を確

認し得る記録により、当該部分の検査を行うことができる。 
(検査の中止) 

第９条 検査員は、次のいずれかに該当する場合は、検査を中止しなければならない。 
(1) 契約の相手方又はその代理人若しくは使用人が検査の執行を妨害したとき。 
(2) 契約の履行が不完全で、検査を行うことが不適当であると認められるとき。 
(3) その他契約の履行に重大な欠陥があると認められるとき。 

２ 検査員は、前項の規定により検査を中止したときは、直ちにその旨を担当部長に報告

しなければならない。 
(検査調書) 

第10条 検査員は、検査を終了したときは、遅滞なく、次の各号の区分により検査調書を

作成しなければならない。 
(1) 完了検査を行ったとき 物品役務完了検査調書（第２－１号様式） 
(2) 部分検査を行ったとき 物品役務部分検査調書（第２－２号様式） 
(3) 中間検査を行ったとき 物品役務中間検査調書（第２－３号様式） 

ただし、横浜市水道局工場検査事務取扱要領（昭和57年６月22日局長決裁。以下「要

領」という。）の規定に基づき行われた物品中間検査は、物品役務中間検査調書を要領

第６条に規定する工場検査結果報告書に代えることができる。 
(不合格の場合の措置等) 

第11条 検査員は、検査の結果、不合格と判定した場合で、必要があると認めたときは、



修補等指示書(第3号様式)により契約の相手方に修補、再履行その他の措置を命じなけれ

ばならない。 
２ 検査員は、前項の規定により修補等指示書を作成したときは、その写しを前条の規定

により作成した検査調書に添付しなければならない。 
(検査事務の一部省略) 

第12条 水道事業管理者は、あらかじめ契約の内容を考慮して認めた契約に係る検査につ

いては、この規程に定める検査事務の一部を省略することができる。 
(委任) 

第13条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、経営部長が

定める。 
 

附 則 
この達は、平成５年４月１日から施行し、同日以後の締結に係る物品及び役務の契約に

ついて適用する。 
附 則(平成６年３月水道局達第１号) 

(施行期日) 
１ この達は、平成６年４月１日から施行する。 

(経過措置) 
２ この達の施行の際現にこの達による改正前の横浜市水道局文書取扱規程、横浜市水道

局電子計算機処理に係るデータ保護管理規程、横浜市水道局工事請負検査及び評定事務

取扱規程及び横浜市水道局請負工事監督事務取扱規程の規定により作成された様式書類

は、なお当分の間、適宜修正の上使用することができる。 
附 則(平成８年10月水道局達第７号) 

この達は、公布の日から施行する。 
附 則(平成10年２月水道局達第１号) 

この達は、公布の日から施行する。 
附 則(平成15年４月水道局達第５号) 

この達は、公布の日から施行する。 
附 則(平成20年３月水道局達第６号)抄 

(施行期日) 
１ この達は、平成20年４月１日から施行する。 

(経過措置) 
２ この達による改正後の横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程の規定は、この達

の施行の日以降に検査を行う物品及び役務について適用する。 
附 則(平成21年１月水道局達第１号) 

(施行期日) 
１ この達は、平成21年２月１日から施行する。 

(経過措置) 
２ この達による改正後の横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程の規程は、この達

の施行の日以後に行われた公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約について適用し、



同日前に行われた公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約については、なお従前の

例による。 
附 則(平成22年４月水道局達第７号) 

この達は、平成22年４月22日から施行する。 
附 則(平成23年３月水道局達第１号) 

この達は、平成23年４月１日から施行する。 
附 則(平成24年３月水道局達第１号)抄 

(施行期日) 
１ この達は、平成24年４月１日から施行する。 

(経過措置) 
５ この達による改正後の横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程の規程は、この達

の施行の日以後に行われた公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約について適用し、

同日前に行われた公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約については、なお従前の例

による。 
附 則(令和２年３月水道局達第３号)抄 

(施行期日) 
１ この達は、令和２年４月１日から施行する。 

(経過措置) 
５ この達による改正後の横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程の規定は、この達

の施行の日以降に検査を行う委託業務について適用する。 

附 則(令和６年４月水道局達第６号)抄 

(施行期日) 
１ この達は、令和６年４月１日から施行する。 

(経過措置) 
３ この達による改正後の横浜市水道局物品及び役務検査事務取扱規程の規定は、この達

の施行の日以降に検査を行う物品及び役務について適用する。 
 
 



第１号様式

 年度　　検査員任免簿

所属名

整理
番号

検査員職氏名 任命年月日

課

免命年月日、理由



第２－１号様式 （第　　回）

■最終回

契 約 件 名

完 了 期 限

完 了 届 年 月 日 職名 氏名

完 了 年 月 日 職名 氏名

検 査 年 月 日

契 約 番 号 関連契約番号

発 注 担 当 課

円

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方 の
立 会 人 氏 名

検 査 場 所

検 査 方 法

円 円 円 a2 円

円 円 b1 円 b2 円

今回支払額 円 残額 円

a1-b1 a2-b2

遅 延 日 数 遅延理由

所 見 欄
(所見、理由、措置等)

評定
（役務or物品）

金額 金額

  　　　年　　月　　日 立会職員

  　　　年　　月　　日

当初
契約年月日

物品役務完了検査調書

  　　　年　　月　　日 検査担当課

  　　　年　　月　　日 検　査　員

　　　年　　月　　日

契 約 区 分 　□確定契約 □概算契約（概算数量契約） □単価契約 契　約　金　額

数量 数量 数量

金額 金額

契　　　約　　　内　　　容 前回までの完了分 今　回　完　了　分 未　完　了　分

品名又は業務内容

単価 単価

数量

- -

- -

- -

- -

- -

- -

小計

消費税及び
地方消費税相当額

（上記合計金額のうち
              　前払済額の状況）

日

前 払 金 の あ る 場 合
前払済額

合 計 金 額
a1



第２－２号様式 （第　　回）

□最終回

契 約 件 名

部 分 期 限

部 分 届 年 月 日 職名 氏名

部 分 年 月 日 職名 氏名

検 査 年 月 日

契 約 番 号 関連契約番号

発 注 担 当 課

円

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方 の
立 会 人 氏 名

検 査 場 所

検 査 方 法

円 円 a1 円 a2 円

円 円 円 円

今回支払額 円 残額 円

a1-b1 a2-b2

遅 延 日 数 遅延理由

所 見 欄
(所見、理由、措置
等)

評定
（役務or物品）

　　　　　年　　月　　日 立会職員

　　　　　年　　月　　日

当初
契約年月日

物品役務部分検査調書

　　　　　年　　月　　日 検査担当課

　　　　　年　　月　　日 検　査　員

契　　　約　　　内　　　容 前回までの完了分 今　回　完　了　分 未　完　了　分

　　　　年　　月　　日

契 約 区 分 　□確定契約 □概算契約（概算数量契約） □単価契約 契　約　金　額

- -

品名又は業務内容

単価 単価

数量 数量 数量 数量

金額 金額 金額 金額

- -

- -

-

- -

小計

-

消費税及び
地方消費税相当額

合 計 金 額

（上記合計金額のうち
              　前払済額の状況）

前 払 金 の あ る 場 合
前払済額 b1 b2

日



契 約 番 号

当初契約年月日

契 約 発 注 課

円

契約の相手方

完 了 期 限

検 査 場 所

所 見 欄
(所見、理由、
措 置 等 )

第２－３号様式

物品役務中間検査調書

検 査 員 職名 氏名

　    年  　月　 日

局・区 部 課 電話

関連契約番号

立会職員 職名

契約金額

氏名

　年　　月　　日 検　査　年　月　日 　年　　月　　日

契 約 件 名

契 約 区 分 □確定契約　□概算契約（概算数量契約）

　年　月　日

検 査 方 法

契約の相手方の立会人氏名



横浜市水道事業管理者

　標記契約を検査した結果、次のとおり不備がありますので、 年　　　月　　　日までに
指示どおり措置し、本件契約を完全に履行してください。

指定期間までに指示どおり履行します。

住所

氏名

（Ａ４）
（備考）
２部作成し、１部は契約の相手方に交付し、残りの１部は修補等完了後に再検査に係る
検査調書に添付すること。

修補等指示書

　　年　　月　　日

様

契約件名

指示事項 完了年月日 備考

第３号様式
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